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1. 業務概要 

1.1 業務の目的 

公共交通ネットワークの構築に際しては、バスや鉄道などの従来の公共交通⼿段に加えて、LRT、コミュニティ
バス、デマンドバスなどの新たな公共交通⼿段の導⼊も視野に⼊れた、『わかりやすい公共交通ネットワークの構
築』と『利⽤者の乗り継ぎに対する抵抗感の少ないシームレスな連結』を図ることが必要であり、国⼟交通省とし
て⽇本版 MaaS の全国への早急な普及に取り組んでいる。 

ハードが整備されても、実際に利⽤をしてもらうには、⾃動⾞の効率的利⽤や公共交通への利⽤転換など、
交通⾏動の変更を促して、発⽣交通量の抑制や集中の平準化など、「交通需要の調整」を促す取組みも必
要となる。 

他⽅、欧⽶諸国では歩⾏者・⾃転⾞・公共交通優先の交通政策を推進する際、都市中⼼部の歩⾏者空
間の拡充等とセットで欧⽶諸国では取組を進めているだけでなく、中⼼市街地における⾃動⾞通⾏の禁⽌（カ
ーフリー）を実施することで過度な⾞依存から脱却、⾞から解放された歩⾏者で賑わう質の⾼い都市中⼼部を
取り戻している。 

⽇本においてもパンデミックを機にまちづくりと併せて地域交通のリ･デザインに取り組む状況にあるが、マネジメ
ントレベルの促す取組に留まらず⼀定レベルの規制を施した場合にどのような影響（社会的･経済的･環境的）
があるか、どのような地域（⼈⼝規模、経済⼒・住⺠性、資源）であれば適した⼿法となり得るか、あらかじめ
可能性を検証する必要性がある。 
 

1.2 業務概要 

１）業務対象地域︓中国運輸局管内 
３）業務履⾏期間︓令和５年 7 ⽉ 21 ⽇〜令和６年３⽉ 29 ⽇ 
４）発注者︓中国運輸局 交通政策部 交通企画課 
５）受注者︓株式会社 福⼭コンサルタント 中四国⽀社 
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2. 事例収集と整理 
⾃家⽤⾞の流⼊を規制する取組みついて国内外事例を収集し規制⽬的や⼿法を整理した。 
 

2.1 個別施策の事例 

個別施策の観点から国内外における⾃家⽤⾞の流⼊抑制に係る事例を次⾴に⼀覧で整理し、主な事例
について、それ以降に整理・紹介する。 
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▼中⼼市街地への⾃家⽤⾞流⼊規制の事例⼀覧 
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（1） 規制方策（ロードプライシング）：ロンドン（人口約900万人） 

 渋滞対策としてロードプライシングを導⼊（2003）。その後、環境の改善への取組へと拡⼤し、排出基準を
満たさない⾞両に対して超低排出ゾーン︓ULEZ や低排出ゾーン︓LEZ としてロンドン市全体を対象規制と
している。 
 混雑課⾦ゾーンは東⻄約 6km、南北約 5km（概ね広島デルタ内） 
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（2） 規制方策（ゾーンシステム）：浜松市（人口約60万人）： 

 公共交通分担率が政令指定都市の中で最下位。バス利⽤者数の減少が⽌まらず⾚字経営が続く。 
 中⼼商業地の地下道化により歩⾏者動線が分断されているため、回遊性が阻害。 
 ⼤規模商業施設が中⼼地から撤退したことにより、賑わいが喪失傾向。 
 中⼼地を通る道路の通過交通が 90％で、都市の活⼒も低下。 

 
■取組 
１．ゾーンシステムの導⼊ 
・国道 152 号、国道 257 号、有⽟南中⽥島線、飯⽥鴨江線に囲まれた都⼼地区約 37ha を歩⾏者優先
の空間に位置づけ、⾃動⾞交通を外周道路に迂回させる 
２．1999 年社会実験（2 週間） 
   ・中⼼市街地のメインストリートである「鍛冶通り」のトランジットモール化 

①7 時〜12 時 ︓バス優先規制(荷捌き⾞両・地区内住⺠⾞両通⾏許可) 
②12 時〜19 時 ︓トランジットモール規制(路線バス以外の⾞両は進⼊不可) 
③19 時〜7 時 ︓夜間規制(⼀般⾞両の通⾏を許可) 

 実験中及び実験後において「歩⾏空間が広くなった」「渋滞が発⽣した」など賛否両論 
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（3） 駐車施策（P&R）：ケンブリッジ（人口約12万人） 

 市街地には中世の建物が多く残り、道路は狭く渋滞が多発している。市内にある鉄道駅は 1 つのみのため、
主な公共交通機関はバスのみ。 
 パークアンドライドを導⼊し、中⼼地への⾞の流⼊台数を抑制。 
 中⼼地より 3〜5km 地点に 5 ヶ所の駐⾞場を設置（5 ヶ所合計の収容台数︓約 5,600 台）。駐⾞場

と中⼼地を結ぶ専⽤バスを 10〜15 分間隔で運⾏。 
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（4） 駐車施策（フリンジパーキング）：福岡市（人口約154万人）： 

 天神ビッグバンや博多コネクティッドなどのまちづくりの進展により、今後、都⼼部を訪れる市⺠・来街者の増加
が⾒込まれ、交通混雑緩和が重要。 
 都⼼部へのマイカー乗り⼊れを減らすため、郊外部や都⼼部周辺に⾞を停めて、公共交通機関への乗り換

えを促すフリンジパーキングを導⼊。 
 対象駐⾞場に駐⾞すれば、天神地区・博多駅地区の利⽤者限定で駐⾞料⾦が割引され、バス及び地下

鉄の⽚道乗⾞券も進呈される。 

 

 
出典︓福岡市       

（左︓博多駅地区）（右︓天神地区） 
▲利⽤⽅法 
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（5） 駐車施策（附置義務駐車場の緩和）：福岡市（人口約154万人） 

 公共交通を主軸とした総合交通体系の構築を⽬指し、マイカーから公共交通への転換促進や⾃動⾞交通
を削減・抑制する様々な交通対策の⼀環として、附置義務条例を⾒直し 
 公共交通の利便性が⾼い都⼼部（天神・博多）において、公共交通利⽤促進措置が実施される建築物

に対して、附置義務台数を低減 
 都⼼部エリア外への駐⾞場の隔地化、駐⾞場出⼊⼝の共同化、駐⾞場の集約化により、都⼼部への⾃動

⾞流⼊を抑制 
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（6） 駐車施策（商業施設と連携）：東京駅周辺 

 ⼤丸有楽町地区において、都⼼地区として相応しい交通環境を作り出し、誰もが安全で、安⼼して快適に
過ごせるまちづくりを⽬指す。 
 ⼤⼿町・丸の内・有楽町エリアをカバーする21ヶ所約4,800台の駐⾞場(丸の内パークイン)の駐⾞料⾦を統

⼀し、どの駐⾞場でも同じサービスが受けられる。加盟店での利⽤⾦額に合わせてサービス券が発⾏される。 
 都内の主要交通機関が発⾏する⼀⽇乗⾞券などの対象乗⾞券提⽰で、割引やプレゼントなどの特典が得

られる。（「CHIKA TOKU」） 
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（7） 荷捌き車（共同集配）：吉祥寺駅周辺 

 吉祥寺駅周辺地区への物品の集配を⽬的として進⼊する⾞両台数を削減するために、「吉祥寺⽅式による
物流対策事業」を実施 
 ①コインパーキングを活⽤し、指定時間内・⽉額固定⾦額でどこでも利⽤が可能となる駐⾞券を発⾏ 
 ②共同集配センターで荷物を集約し、吉祥寺地区商店街へ共同配送を⾏う（吉祥寺駅から集配センター

まで約 400m） 

 

 
 

• 通常吉祥寺エリアの駐⾞料⾦は、60 分あたり 600〜900 円のため、定額利⽤のコストメリットは⼤き
いが、カードの発⾏枚数は思うように増えず、事業者への周知徹底や駐⾞場の利便性の向上が課題。 

• 共同集配事業により、路上駐停⾞が 1 ⽇あたり延べ 79 台削減の効果を得ている。取扱数量も年々
増加しているため、共同集配エリアの拡⼤についても検討が望まれている。 

• 商店街の中から、荷捌き⾞両がなくなることで、回遊性の⾼い歩⾏空間が創出された。 
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（8） 歩行者（小型モビリティ）：由布市湯布院（人口約1万人） 

 観光地での移動⼿段が⾞移動中⼼となるため、渋滞緩和に向け、郊外の駐⾞場から⾃家⽤⾞以外の交通
⼿段に乗り換えて中⼼部に向かうパークアンドライドの実証実験を実施。 
 ①駐⾞場で電動キックボードの貸出と返却（駐⾞場から駐輪ポートの湯布院中央児童公園まで約

1.3km） 
 ②駐⾞場で IoT プッシュボタンを貸出、ボタンを押してタクシーを呼び出し、中⼼地（由布院駅・湯の坪街

道・⾦鱗湖のどこか）と駐⾞場を往復 
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（9） 運賃施策（公共交通無料デー）：宇部市（人口約16万人） 

 メインストリートである常盤通りの歩道や副道を活⽤して、滞在空間を創出し、ウォーカブルなまちづくりを進め
ている。 
 常盤通りを歩⾏者天国にする「新川市まつり」及び「宇部まつり」の開催⽇に合わせて「路線バス運賃無料デ

ー」を実施。 

資料︓新川市まつり実⾏委員会 
▲新川まつりの歩⾏者天国区間 

 
資料︓宇部市ウェブサイト                 

▲新川まつりの様⼦ 

 
資料︓宇部市ウェブサイト 

▲運賃無料デーの路線バス利⽤者数 



2-13 

2.2 都市政策の事例 
（1） フランス：交通政策 

 市⺠の移動に係る交通権の補償と環境保護を交通政策上の最優先課題として、都市⾃治体主導のもとで
都市活動の健全化と持続可能性の観点から TOD（公共交通指向型開発）を進めている。 

 

■交通政策の特徴 
１．交通権の保障と環境保護 
   ⇒交通政策上の最優先課題 
２．都市⾃治体のイニシアティブ 
   ⇒営業許認可と運営に関する財政負担は都市⾃治体の権限と責務 
３．TOD（公共交通指向型開発） 
   ⇒公共交通の抜本的改良・拡充 
 ⾼レベルな公共交通サービスの供給による都市の持続的な発展（＝都市の⿊字化） 
 
■交通政策の２つの⽬的 
●都市活動の健全化 
 渋滞、環境破壊、交通事故、スプロール化等の解消 
 低所得者や移動制約者、障害者を含むすべての⼈の移動を保障 
 交通システムによる⼈流・物流の健全化 
●都市の持続可能性 
 雇⽤の場の確保・創出 
 持続可能な地域経済の成⻑ 
 財政の健全化による持続的発展 
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（2） パリ（約220万人） 

 まちづくりの⽅針の１つとして「15 分都市圏」構想を掲げ、買い物、仕事、娯楽、⽂化、スポーツ、医療など、
⽣活に必要なものすべてが⾃宅から徒歩 15 分、⾃転⾞５分圏内でアクセスできるまちづくりを進めている。 
 ⼤気汚染や騒⾳、交通渋滞といった課題に対して、公共空間の改造が進められており、市街地における⾃

家⽤⾞利⽤の低減、歩⾏者空間の増⼤、⾃転⾞を始めとした環境に優しいモビリティの活⽤、公共空間の
緑化などの政策が積極的に展開されている。 
 これらの施策は、安全な歩⾏環境の整備を⽬的とした都市空間の再編や道路空間の再配分を通したモビリ

ティ⼿段の⾒直し、⽣活に必要な公共サービス機能や商業施設の拠点化、既存の都市試算を住⺠のコミュ
ニティ活動の場として活⽤する⼀体的な施策パッケージとして取り組まれている。 

 

 

資料︓パリ市ウェブサイト       
▲パリ市 15 分都市圏のイメージ 

 
■取組 
１．都市空間の再編に関するプロジェクト 
 道路空間の再配分（道路の歩⾏者空間化） 

休⽇等における⾞道の歩⾏者天国化。バリケード設置により沿道住⺠の⾃家⽤⾞や社会サービス⾞、宅
配⾞などは進⼊可。 

 広場を⾃動⾞から解放 
⾞両の通⾏路と化していた七つの⼤広場から⾃動⾞を排除し、市⺠の憩いの場として空間を再編。 
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 「私の地域を美しくする」プロジェクト 
市域を細分化した地域ごとに、⾃動⾞交通を沈静化し、地域を美しくすることを⽬的に、住⺠との合意形

成のもとで歩⾏者優先の公共空間の整備などの地域の特性に応じた整備プランを遂⾏。 
 「学校前道路の整備」プロジェクト 

幼稚園や⼩学校の前の道路への⾞の進⼊を禁⽌し、歩⾏者専⽤化。 
 街路の緑化 

⾞道から⾃転⾞道への転⽤に伴い、街路に樹⽊を植えるなどのグリーン化。 

 
資料︓パリ市ウェブサイト                 

▲「私の地域を美しくする」プロジェクトにより歩⾏者専⽤化した道路 
 
２．モビリティに関するプロジェクト 
 通過交通の削減 

道路空間の歩⾏者天国化と歩⾏者専⽤空間化と合わせて、⼀部の幹線道路を除くすべての道路におけ
るゾーン 30 化。 

 駐⾞対策 
パリ市内の全駐⾞収容台数の 16％にあたる路上駐⾞スペースを公共空間として転⽤することによる⾞の

利⽤を減らすための駐⾞対策。 
 公共交通の充実化 

パリ郊外に住む 95％の市⺠が⾃宅から 2km 以内で公共交通を利⽤できるよう今ある公共交通ネットワ
ークについて地下鉄等の延伸によりさらに充実化させ、公共交通沿線に⾃転⾞専⽤道路を合わせて整備。 

 ⾃転⾞利⽤の促進 
2026 年までに 520 ㎞の⾃転⾞専⽤道路を整備し、総延⻑ 1,093km まで整備予定。コロナ禍を契

機に仮説整備を進め、⾃転⾞利⽤が増加している。 



2-16 

 
資料︓パリ市ウェブサイト       

▲2021〜2026 ⾃転⾞整備計画マップ 
 
３．既存都市資産の活⽤  
 ⼩学校を市⺠スペースとして開放 
 保育園を週末に市⺠の交流の場として活⽤ 
 
 
〜参考⽂献〜--------------------------------------------------------------------------------- 
ヴァンソン藤井由実,フランスのウォーカブルシティ,学芸出版社,2023 
国⼟交通省,令和 4 年版国⼟交通⽩書,2022 
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（3） グルノーブル（都市圏人口約60万人） 

 ⼈⼝急増に伴う渋滞の深刻化と盆地地形による⼤気汚染を背景に、1980 年代から公共交通の充実を図
る政策を実施。 
 都市内の通過交通となる⾃動⾞の排除に⼒点が置かれ、LRT 導⼊とともに都⼼部では公共交通と徒歩を

優先し、郊外部ではパークアンドライド駐⾞場を整備することで⾃動⾞から LRT に乗り継いで都⼼部への⾃
動⾞乗り⼊れを削減させる⽅策を導⼊するなど、TOD によるまちづくりを明確にした。 

 
■取組 
１．LRT の導⼊ 
 ・５系統 46.5km（2016 時点。現在も延伸中） 
 
２．⾃動⾞の流⼊制限 
 ・都市内道路の⼀⽅通⾏化し、繁華街をフルモール化 
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３．公共交通への転換政策 
 ・市街地の駐⾞場の廃⽌（約 4,000 台分） 
 ・郊外部に⼤型駐⾞場を整備（約 12,000 台） 
 ・多様なニーズに対応するデマンド交通、⾃転⾞ネットワーク、⼩型モビリティ 
 ・多彩な料⾦施策 

 
資料︓M TAG ウェブサイト               

▲パークアンドライド（交通チケットがある場合には無料で利⽤可能） 

 
資料︓M TAG ウェブサイト 

▲多彩な料⾦プラン（39 種類の中から利⽤期間・年齢・移動グループの構成に応じて検索可能） 
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４．移動環境のバリアフリー 
 ・⾞両、停留所、歩⾏空間のバリアフリー化 
 
５．商業活性化策 
 ・店舗への補償、広告掲載⽀援、繁華街のフルモール化 
 ・荷捌きスペースの確保と停⾞制限時間、都市配送センターの創設 
 
６．産業誘致政策 
 ・⼤学（LRT 沿線）の関連企業の誘致 
 
７．低所得者住宅対策 
 ・LRT 沿線への低所得者向け賃貸住宅・居住エリア整備 
 
８．企業の財政的参加 
 ・モビリティプラン（法による策定の義務付け）による従業員の移動習慣の改善と企業活動における⾃動⾞

利⽤の改善（参画企業は従業員の半額負担＝半額は企業が財政負担） 
 

 
〜参考⽂献〜--------------------------------------------------------------------------------- 
国⼟交通省,プロジェクト・パッケージのすすめ 事例・ポイント集,2010 
南聡⼀郎など,総合都市経営を考える,公益財団法⼈⽇本都市センター,2023 
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（4） フライブルク（人口約23万人） 

 戦後復興期に⾃動⾞利⽤が急増したことにより交通渋滞が深刻化。 
 騒⾳や⼤気汚染により市内の住環境が悪化したことへの対応としての多⾓的な環境保全対策。 
 歩⾏者天国の社会実験が契機となり、グリーンシティという明確なビジョンのもとで公共交通を主体としたまち

づくりに転換。 
 

■取組 
１．公共交通の拡張 
・市内の路⾯電⾞とバスに共通して使える「環境保護券」を導⼊。さらに近隣の⼆郡への利⽤範囲を拡⼤した
「地域環境券(定期券)」の導⼊で約 3000km の公共交通機関を使⽤することができるようになった。 
（1 か⽉ 66 マルク(約 4,000 円）で、無記名につき共⽤可能） 
 
２．⾃転⾞交通の促進（ネットワークの拡張・駐輪場の整備） 
・市の中⼼部では、延⻑約 150km の⾃転⾞専⽤道路を設置 
・フライブルク中央駅と路⾯電⾞が交差する位置に 1000 台の⾃転⾞が停められる駐輪場を設置。 
 
３．⾞交通の静穏化対策 
・⾃動⾞の乗り⼊れ禁⽌・ホコ天（トランジットモール） 
 （社会実験を経て 1972〜⇒拡⼤） 

 
資料︓フライブルグ市ウェブサイト 

▲駐⾞制限区域 
 

 住⺠と来訪者が共同で駐⾞
場を利⽤するゾーン 
共同利⽤を取りやめたゾーン 
住⺠と来訪者の駐⾞場が分
かれるゾーン 
流⼊禁⽌ゾーン 
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４．⾞交通の居住地エリアからの分離と幹線道路における結束化 
・ヴォーバン地区は、住宅街への⾃動⾞の乗り⼊れは基本的に禁⽌、住宅地の端に集合駐⾞場を設置 
・⾃動⾞が通る幹線道路沿いには⾼い容積率の商業施設を防⾳壁として配置 
 
５．駐⾞場の設置と料⾦制度の統合（市街地ほど⾼い） 
・中⼼市市街地を取り囲む環状道路沿いに⼤型駐⾞場を整備 

 
 
 
〜参考⽂献〜--------------------------------------------------------------------------------- 
村上敦,ドイツのコンパクトシティはなぜ成功するのか, 学芸出版社,2017 
中⼝毅博・熊崎実佳,SDGs 先進都市フライブルグ,学芸出版社,2019 
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3. 要因分析 
各事例における導⼊に⾄った経緯や導⼊時の障壁、⾏政の関わり⽅、導⼊・運⽤に係るコスト、公共交通

の利⽤促進につながった要因や失敗をした原因を分析した。 
分析にあたっては、有識者の知⾒を踏まえ交通課題としての仮説検証につながる分析を⾏った。 
 

3.1 中心市街地への自家用車の流入抑制の分類 

事例整理を踏まえ、中⼼市街地への⾃家⽤⾞の流⼊抑制事例の類型化を⾏った。その際、都市・⽬的・
範囲・規制⽅策・規制により⽣じる影響への⽅策の視点から分類した。 
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3.2 成功・失敗要因 

海外（欧⽶諸外国）においては、都市・観光地の経済活動の健全化・活発化を最⼤⽬的として⾃家⽤
⾞の流⼊抑制が⾏われており、それと合わせて利便性の⾼い公共交通の提供（代替⼿段の確保）が⾏われ
ている。即ち、まちづくりと連動した都市全体での公共交通の利便性の強化が⾏われている（TOD︓Transit 
Oriented Development 公共交通志向型開発など）。その際、個⼈属性や居住地ごとのニーズに応じた多
様な移動⼿段（⾃転⾞、⼩型モビリティ、P&R etc.）が提供されており、⾃動⾞以外の⼿段の優位性を⾼め
る様々な施策（料⾦等）が講じられている。また、都⼼部では、アメニティなどの都市の魅⼒を⾼める空間デザ
インがなされており、都⼼部への来訪者に対する居⼼地の良い空間が提供されている。 

⼀⽅、⽇本国内における事例では、公共交通によるまちづくりに対する積極的な投資が限られており、まちづ
くり全般の中での公共交通の利⽤促進や都⼼部の活性化が⽬的化された断⽚的な施策が主⽴っている。この
ため、施策間の連動が不⼗分であり、⾃動⾞の流⼊抑制と公共交通の利⽤促進が、まちづくり全体や都市経
営への波及に及んでいないものと考えられる。 

合意形成に関しては、⾏政の関わり⽅や細かな合意形成⼿法において、海外の先進事例と国内事例ともに
それぞれの特徴があるものの、制度化されたプロセスのもとで、市⺠への情報開⽰や専⾨家による公開審査、社
会実験を通じた共有などが⾏われる基本的なプロセス・⼿法には⼤きな差がないと思われる。しかし、先進事例
では、様々なステークホルダーに対応について施策間の連動により⼀体性を持って取り組んでいる点に特徴があ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【欧⽶における成功要因】 

 ⾃動⾞交通の抑制は、都市・観光地の経済活動の健全化・活発化が最⼤⽬的 

 まちづくり（TOD 等）と連動した都市全体での公共交通の利便性強化 

 ⾃動⾞交通の流⼊量の抑制（⾃動⾞発⽣量の抑制、縁辺部での前捌き）と代替⼿段（公共交

通等）の提供がセット 

 個⼈属性や居住地ごとのニーズに応じた多様な移動⼿段の提供（⾃転⾞、⼩型モビリティ、P&R 

etc.） 

 ⾃動⾞以外の⼿段の優位性を⾼める施策（料⾦等） 

 都⼼部のアメニティなどの都市の魅⼒を⾼める空間デザイン 
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3.3 有識者勉強会（実現に向けた議論） 

 事例整理による要因分析を踏まえ、有識者との勉強会を開催した。勉強会では、国内における交通⾏政の
現状を踏まえ、「⾃家⽤⾞をうまく活⽤しながら公共交通への転換を促すためには、誰に向けたどのような施策
が効果的か」の観点から中国地⽅の都市をケーススタディとして議論を⾏った。 
 

3.3.1 開催概要 

 開催⽇︓令和 5 年 10 ⽉ 10 ⽇ 13︓00〜14︓30 
 会場︓株式会社福⼭コンサルタント 中四国⽀社会議室 
 出席者︓呉⼯業⾼等専⾨学校 神⽥教授 
       中国運輸局  
       福⼭コンサルタント ⼤⽥、⾦⼦、松下、藤本 
 ケーススタディ︓ 

■広島市（⼤都市）︓⼈⼝ 120 万⼈ 
・都⼼部（相⽣通、平和⼤通り）におけるウォーカブルにより、都⼼内を容易に移動できる交通環境を整備
するなど、回遊を⽣み出す都⼼の交通体系の構築を⽬指している 
■東広島市（中都市）︓⼈⼝ 19.6 万⼈ 
・メインストリート（ブールバール）における⾃動運転・隊列⾛⾏ BRT により、都市拠点の「基軸」としての交
通強化、「基軸」を中⼼としたまちづくりによる都市機能集約を⽬指している 
■⽵原市（⼩都市）︓⼈⼝ 2.4 万⼈ 
・SMILEPARK たけはら（旧 Park(ing)Day ⽵原）として路上駐⾞スペースや、⾞道を⼩さな公園に変え、
居⼼地が良く、歩きたくなる空間の創出に取り組んでいる 
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3.3.2 要旨 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●公共交通の利⽤促進策（運賃施策）について 
• 広島都市圏では、環境定期券制度やデジタルシティパスなどお得な運賃制度がある。 
• 公共交通を使った外出や周遊が促されるはずであるが、認知されていない。 
• お得な運賃制度の恩恵を受けるのは⽬的地となる施設であるため、共創するスタンスが必要である。 

 
●市街地への⾃動⾞での来訪について 
• 市街地の駐⾞料⾦を⾼くしても⾞での移動を志向する⼈は⾞を使う。⾃動⾞利⽤を許容する考えも必

要。 
• ただし、駐⾞料⾦を時間帯で変動させたり、地区によって傾斜をつける市街地の駐⾞料⾦施策は⼀定の

効果があるのではないか。 
• それにより⽣まれた収⼊を他の施策の原資に活⽤する考え⽅が必要になる。 
 
●アクセス側の取組（パーク＆ライド）について 
• 広島都市圏でもパーク＆ライドに取り組んでいるが、施策の⾒せ⽅・周知の仕⽅に⼯夫が必要である。 
• 駐⾞場の契約⼿続きや⽀払いが⾯倒な点も改善が必要である。 
• 駐⾞場代を無料にするケースもあるが、予約制（毎⽇マイカー通勤でない⼈もいる）や公共交通の座席

指定など、パーク＆ライドを利⽤することに付加価値をのせて駐⾞場代を取った⽅が良い。 
• TDM におけるパーク＆ライドはパークを作るまでである。ライドにつなげるモビリティ・マネジメントが必要。 
 
●電動キックボード 
• 海外では電動キックボードが普及している都市もある。 
• 市街地内での移動でも使われているが、郊外部で使われている印象が強い。 
• シェアサイクルやパークアンドライドと同様に、⼿続きや決済が⾯倒という利⽤し始める段階でのネガティブな

印象を持っている⼈が多いのではないか。 
 
●移動⼿段を決める要因 
• 市街地に⾞で来る⼈は、他の移動⼿段の選択肢の情報を知らない・たどり着けない、費⽤を認識してい

ない、そもそも他の移動⼿段を考えようともしていないのではないか。 
• これまでは、所要時間、費⽤、乗り換えが主要因と考えられてきたが、安定性や確実性など移動⼿段を決

める因⼦は多様化・複雑化している。 
• 移動⼿段を選択する因⼦の積み重ねでトータルで公共交通の利便性が勝る組み合わせが必要。 
• 個々⼈のペルソナにアプローチするのは途⽅もない。サービス提供側は⼤きな動きに繋がる⽅に⽬を向ける

のが合理的である。 
 
●都市規模に応じた展開 
• 基本的な対応の⽅針は都市規模に応じるものではなく、展開のスピード感が異なるものと考えられる。 
• ただし、都市規模や地域の特性に応じた施策の組み合わせが必要。 
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4. 意識調査 
⾃家⽤⾞の流⼊規制をかけることにどの程度の賛同や反対があるか住⺠を対象とした意識調査を実施した。

また、⾃家⽤⾞の流⼊規制により影響を受ける企業や施設管理者、交通事業者等の多様なステークホルダー
の意⾒を把握するためのヒアリング調査を⾏った。 

 

4.1 住民アンケート調査 

⾃家⽤⾞の流⼊規制をかけることにどの程度の賛同や反対があるか住⺠を対象とした意識調査を実施した。
その際、公共交通利⽤促進を主題とした設問を設定し、ニーズを把握することで、取組の発展・横展開につな
がるような具体的な調査を⾏った。 
 

4.1.1 調査対象地域の検討 

調査対象地域は、⾃家⽤⾞を利⽤した移動パターンごとの転換可能性を把握することが可能で、中⼼市街
地への⾃家⽤⾞流⼊規制に必要とされる道路ネットワークや公共交通サービス、中⼼市街地の求⼼⼒を有し
ている広島市の以下の地域を対象とした。 

検討の詳細については、次⾴以降に⽰す。 

 
▲アンケート調査対象地 
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（1） 中心市街地への自家用車流入規制を講じる際の都市交通から見た都市の抽出 

事例調査から、中⼼市街地への⾃家⽤⾞流⼊規制を講じる際の都市交通のあるべき姿は、「中⼼市街
地を迂回する環状道路ネットワーク」、「中⼼市街地への公共交通ネットワーク」、「⼈中⼼の都⼼づくり」が揃
っていることが重要と考えられる。 

調査対象地域は、上記３要件が概ね満たされており、被験者が各種⽅策を具体にイメージできる都市・
地域を対象とするため、広島市を対象都市とした。 

▼中⼼市街地への⾃家⽤⾞流⼊規制を講じる際の都市交通のあるべき姿の３要件 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2） 中心市街地への主な移動パターンから見た地域の抽出 

⾃家⽤⾞を利⽤した中⼼市街地への移動パターンは、以下のように区分される。これらの移動パターンごと
の公共交通への転換可能性を把握するため、広島市における中⼼市街地への移動特性について、広島市
交通実態調査（H30）及び国勢調査（R2）を⽤いて分析し、対象地域を抽出した。 

 
▲中⼼市街地への主な移動パターン 
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1） 中心市街地への移動特性 

 平⽇・休⽇ともに約 4 割が中⼼市街地（都⼼、デルタ市街地）を⽬的地とした移動。 
 都⼼・デルタ市街地では通勤⽬的の移動が最も多く、私⽤も含めると買物・私⽤⽬的の移動も多い。 
 公共交通分担率は、通勤が約 3 割、買物・私⽤が約 1 割の⼀⽅で、業務は 9 割以上を⾃動⾞・バ

イクが占める。市街地には中世の建物が多く残り、道路は狭く渋滞が多発している。市内にある鉄道
駅は 1 つのみのため、主な公共交通機関はバスのみ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料︓平成 30 年広島市交通実態調査データ集（R5.3 広島市）より作成               
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資料︓平成 30 年広島市交通実態調査データ集（R5.3 広島市）より作成                

 

2） 移動目的別の移動特性 

 平⽇は通勤、私⽤、業務⽬的の移動が多く、休⽇は買物、私⽤⽬的の移動が多い 
 このうち、平⽇の業務⽬的は⾃家⽤⾞の割合が⾮常に⾼く、それ以外は公共交通の割合が約 1〜3

割あるため⾃家⽤⾞から公共交通への転換の可能性がある。平⽇・休⽇ともに約 4 割が中⼼市街地
（都⼼、デルタ市街地）を⽬的地とした移動。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料︓平成 30 年広島市交通実態調査データ集（R5.3 広島市）より作成               
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資料︓平成 30 年広島市交通実態調査データ集（R5.3 広島市）より作成               
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3） 従業地と通勤時の移動手段 

 全地区の 80％が、市内他区で従業する割合が 30％を超える。 （中区を除く） 
 公共交通利⽤率が市平均（29％）以上の地区のうち20％の地区が、⾃動⾞利⽤率50％以上。

（中区を除く）平⽇は通勤、私⽤、業務⽬的の移動が多い 

        

 
資料︓国勢調査（R2）より作成       
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4） 他区で従業する人の割合 

 デルタ市街地の外側において、他区で従業する⼈の割合が⾼い。 
 ⻄区、佐伯区では⼭陽本線の沿線に⽐べて、郊外の団地部において他区で従業する⼈の割合が⾼

い。 
 安佐南区では可部線・アストラムライン沿線の⽐較的市街地に近い地区において他区で従業する⼈

の割合が⾼い。 
 ⼀⽅で、安佐北区や⼭間部などでは他区で従業する⼈の割合が低い。 
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5） 通勤での鉄道・電車・乗合バスの利用率 

 デルタ市街地の鉄軌道沿線において公共交通の利⽤率が特に⾼い。 
 また、⻄⾵新都や美鈴が丘、⼰斐など、バスの利便性が⾼い郊外部の団地でも公共交通の利⽤率が

⾼い。デルタ市街地の外側において、他区で従業する⼈の割合が⾼い。 
※中区・南区では公共交通の利⽤率が低く、徒歩や⾃転⾞の割合が⾼い。 
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6） 通勤での自家用車利用率 

 郊外部ほど⾃動⾞の利⽤率が顕著に⾼まる。 
 アストラム沿線でも、⼤町より北側では⾃動⾞の利⽤率が⾼い。 
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7） 調査対象地域の抽出 

以上より、以下の条件で調査対象地域を抽出した。 
 
《調査対象地域の抽出条件》 
 市内他区で従業する割合︓30％以上 
 通勤時の⾃動⾞利⽤率︓50％以上 
 P&R 登録駐⾞場の配置状況 

 

 
▲アンケート調査対象地 

 
  



4-11 

▼アンケート調査対象地 

 
 

 
資料︓広島県 HP（広島都市圏パーク＆ライド）     

■広島市⻄区 ■広島市安佐南区 ■広島市安佐北区 ■広島市佐伯区
⽥⽅ 伴南 ⼝⽥南 五⽇市町⽯内 利松
⼭⽥町 伴北 落合 五⽉が丘 ⼋幡
⼰斐東 伴北 落合南 美鈴が丘東 薬師が丘
⼰斐上 伴⻄ 真⻲ 美鈴が丘⻄ ⼋幡が丘
⼰斐⼤迫 伴東 ⻲崎 美鈴が丘南 観⾳台
⼭⽥新町 ⼤塚⻄ 倉掛 美鈴が丘緑 千同
井⼝台 ⼋⽊ 深川 屋代 坪井
⾼須台 ⼋⽊町 ⼩河原町 五⽇市町皆賀 三宅
古⽥台 毘沙⾨台 狩留家町 五⽇市町昭和台 河内南

安東 可部東 五⽇市町美鈴園 ⽯内南
上安 可部町下町屋 藤の⽊ ⽯内北
相⽥ あさひが丘 城⼭ ⽯内東
⾼取南 ⼋幡東
⾼取北
⻑楽寺
毘沙⾨台東
伴中央
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4.1.2 アンケート調査設計 
（1） 調査のポイント 

■⽬的 
• ⾃動⾞を活⽤した公共交通利⽤の転換可能性を把握する 
■対象都市（広島市とする） 
• ３要件が概ね形成されている都市を対象とする 
• 住⺠が⽅策をイメージできる具体施策がある都市を対象とする 
  （その他の都市でも適⽤できる調査内容とする） 
■対象地域 
• 各移動パターンが可能な地域を対象とする 
• 他区での従業が多く、公共交通も多く使われているにもかかわらず、⾃動⾞の利⽤が多い地区 
■対象とする移動 
• 『中⼼市街地』への来訪が多い、通勤（平⽇）・買物・私⽤（平⽇休⽇）における転換可能性を把

握する 
 

 
▲設定する広島市中⼼部（⾚線内） 
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（2） アンケート調査の狙い 

 

 
（3） アンケート調査内容 
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4.1.3 アンケート調査結果 

 通勤（平⽇）・買物・私⽤（平⽇休⽇）における広島市中⼼部への来訪実態及びニーズを把握するため
の Web アンケート調査を実施し、400 ⼈からの回答を得た。 
  その結果の概要及び基礎集計結果を以下に⽰す。 
 

 

（1） 調査結果概要 

●⾃家⽤⾞を使えない移動で重視することから⾒えるニーズと検討上の留意点 
• ⾃家⽤⾞を使えない場合の中⼼部への移動では、物理的・⾝体的・料⾦的・⼼理的な負荷を軽減

する施策の⽅向性を定め、⾃動⾞利⽤をある程度許容しながら、トータルで公共交通の利便性が
勝る組み合わせが検討。 

●交通規制の有無による利⽤転換の可能性 
• 交通規制をするだけでは⼤きく転換する可能性が低い。（⼀部で移動の取りやめも発⽣） 
• 公共交通の利⽤促進には、ニーズにマッチしたパーク＆ライドの整備が効果的。 

●パーク&ライドで通勤する場合、利⽤したい駅またはバス停 
• 郊外の主要な駅だけでなく、団地内のバス停で利⽤したいニーズがある。 

●パーク＆ライドで移動する際に重視する条件 
• パーク＆ライドの実施状況に関わらず、確実に停めることができる駐⾞場を確保することが最重要。 
• 次点で、本来の駐⾞場代⾦と公共交通料⾦よりもお得になる施策や駐⾞場からホームまでの移動が

短距離でスムーズであることのニーズが⾼い。 
●パーク＆ライドで魅⼒的だと思う定額サービス 

• 新規ユーザーの獲得には確実性を重視したサービス、既存ユーザーには柔軟に利⽤できるサービス
が求められる。 

• パーク＆ライドを実施しているか否かで、魅⼒的だと思う定額サービスの傾向が異なるため、狙いを絞っ
たサービスの導⼊が重要 
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（2） 調査結果（基礎集計結果） 
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4-25 
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4-28 
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5. 検討 
2〜4 の結果を踏まえ、規制の規模感、実証に適した地域、時期等を検討した。検討にあたっては、効果検

証をケーススタディとして実施するためのデータ等が取得可能な時期・イベントを検討した。 
また、選定した対象地域をケーススタディとして、⾃動⾞の流⼊抑制による公共交通への転換⽅策を検討し

た。 
 

5.1 検証地域等の検討 

⾃動⾞の流⼊抑制による効果検証を⾏う地域等は、以下の観点で選定した。 
 流⼊規制の有無による違いを把握するために、イベント等で⼀時的に中⼼市街地の歩⾏者天国化が実

施されている地域 
 交通影響を把握するために、イベント等で歩⾏者天国が⾏われる範囲が⼀定程度の範囲を有していること 
 歩⾏者天国を実施する期間が複数あること 
 効果検証をするために⼗分なデータが取得できること 

 
以上に加え、意識調査の対象地域である広島市を対象に、歩⾏者天国が実施される「フラワーフェスティバ

ル（休⽇昼間に通⾏規制）」及び「とうかさん（休⽇夜間に通⾏規制）」が含まれる 2024 年 6 ⽉について
効果検証を⾏うこととする。 

効果検証結果については、「6 章効果検証」に記載する。 
 

▼⾃家⽤⾞の通⾏規制区間・⽇時 
検証イベント 通⾏規制区間 通⾏規制⽇時 

フラワー 
フェスティバル 

平和⼤通り 
(⻄平和⼤橋⻄詰〜⽥中町交差点) 

R5.6.10(⼟)10〜19 時 
R5.6.11(⽇)10〜19 時 

とうかさん 
中央通り 
(⼋丁堀交差点〜三川町交差点) 

R5.6.2(⾦)19〜22 時 
R5.6.3(⼟)19〜22 時 
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資料︓広島中央警察署・ひろしまフラワーフェスティバル実⾏委員会 

▲規制区間・時間帯（フラワーフェスティバル） 
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資料︓ゆかたできん祭実⾏委員会・広島県露店商業協同組合／広島中央警察署 

▲規制区間・時間帯（とうかさん） 
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5.2 自動車の流入抑制による公共交通への転換方策の検討 

選定した対象地域（広島市）をケーススタディとして、意識調査を踏まえて、⾃動⾞の流⼊抑制による公共
交通への転換⽅策を検討した。 
 

5.2.1 パーク＆ライドにおける利用ニーズの把握 
（1） 駐車したい駅やバス停の分布状況を踏まえた３つのエリア設定 

アンケート結果を踏まえ、現在は⾃家⽤⾞で移動しているユーザーがパーク＆ライドで移動する場合に駐⾞し
たい駅やバス停の分布状況から【市街地縁辺型】【郊外型】【団地型】の３つのエリアに設定し、各エリアにおけ
るニーズを把握し、施策のあり⽅を検討した。 

 
 【市街地縁辺型】【郊外型】【団地型】の３つのエリア設定は以下の通りとした。 

 
▲「駐⾞したい駅やバス停の分布状況」と「３つのエリア設定」  
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（2） 各エリアにおけるニーズの傾向 

設定したエリアごとのニーズを把握するために、「パーク＆ライドで移動する際に重視する条件」、「パーク＆ライ
ドで魅⼒的だと思う定額サービス」に関する回答結果のクロス集計を⾏い、集計結果から把握できる概要につい
て整理した。 

「パーク＆ライドで移動する際に重視する条件」については、エリアや移動⽬的によらず「確実に停めることがで
きる駐⾞場を確保」というニーズが⾼いが、その他のニーズの傾向は、「買い物・私⽤時」において傾向に違いが
⾒られた。 

また、「パーク＆ライドで魅⼒的だと思う定額サービス」については、「利⽤したい駅周辺にある駐⾞場を⽉極
駐⾞場よりも安く定額で利⽤可能」というニーズが⾼いが、「団地型」については、「複数の駐⾞場のいずれを使
っても定額で利⽤可能なサービス」のニーズも⾼く、より⾃由なサービスが求められていることを把握した。 

以上より、移動⽬的やエリアごとに施策の組み合わせを使い分けることが効果的であることを確認した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲各エリアにおけるニーズの傾向 
  

項
⽬ ⽬的 市街地縁辺型 郊外型 団地型

重
視
す
る
条
件

買い物
私⽤

確実に停めることができ
る駐⾞場を確保

＋
本来の駐⾞場代⾦と
公共交通料⾦よりもお

得になる

確実に停めることができ
る駐⾞場を確保

＋
駐⾞場からホームまで
の移動が短距離でス

ムーズ

確実に停めることができ
る駐⾞場を確保

＋
駐⾞場からホームまで
の移動が短距離でス

ムーズ

通勤 確実に停めることができ
る駐⾞場を確保

確実に停めることができ
る駐⾞場を確保

確実に停めることができ
る駐⾞場を確保

魅
⼒
的
な
定
額
サ
|
ビ
ス

買い物
私⽤

利⽤したい駅周辺にあ
る駐⾞場を

⽉極駐⾞場よりも安く
定額で利⽤可能

利⽤したい駅周辺にあ
る駐⾞場を

⽉極駐⾞場よりも安く
定額で利⽤可能

利⽤したい駅周辺にあ
る駐⾞場を

⽉極駐⾞場よりも安く
定額で利⽤可能

or
利⽤したい駅周辺にあ
る複数の駐⾞場のいず
れを使っても定額で利

⽤可能

通勤
利⽤したい駅周辺にあ

る駐⾞場を
⽉極駐⾞場よりも安く

定額で利⽤可能

利⽤したい駅周辺にあ
る駐⾞場を

⽉極駐⾞場よりも安く
定額で利⽤可能

利⽤したい駅周辺にあ
る駐⾞場を

⽉極駐⾞場よりも安く
定額で利⽤可能

or
利⽤したい駅周辺にあ
る複数の駐⾞場のいず
れを使っても定額で利

⽤可能

各エリアの
施策の
あり⽅

既設の駐⾞場や利便
性の⾼い公共交通を
組み合わせたサービス

より最適化を図る

従来までの⼀般的な
パーク＆ライドをベー
スとしてアップデートを

図る

団地全体を包括する
パーク＆ライドにより
利便性の向上を図る

買い物・私⽤時に重視する
条件は、エリアに関わらず
「確実に停めることができる駐
⾞場を確保」することが重要。
また、組み合わせるべき施策
はエリア（市街地縁辺型
（料⾦施策）、郊外型＋
団地型（駅・バス停に近い
駐⾞場の整備））で傾向
の違いが⾒られる。

各エリアで共通のニーズがある
ことを確認。（「確実に停める
ことができる駐⾞場を確保」）

各エリアで共通のニーズがあ
ることを確認。（「利⽤した
い駅周辺にある駐⾞場を⽉
極駐⾞場よりも安く定額で
利⽤可能」）
なお、団地型では「複数の
駐⾞場のいずれを使っても
定額で利⽤可能なサービ
ス」のニーズも⾼く、より⾃由
なサービスが求められている。
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＜参考︓クロス集計結果＞ 
a） 買い物・私用時 
・広島市中⼼部にパーク＆ライドで移動する際に重視する条件について教えてください。 

 
・広島市中⼼部にパーク&ライドで移動する際にどのような定額サービスがあったら魅⼒的だと思いますか。 

 
b） 通勤時 

・広島市中⼼部にパーク＆ライドで移動する際に重視する条件について教えてください。 

 

・広島市中⼼部にパーク&ライドで移動する際にどのような定額サービスがあったら魅⼒的だと思いますか。 

 

26, (14.6)

69, (38.8)

27, (15.2)

1
(0.6)

19, (10.7)

4, (2.2)

2
(1.1)

1
(0.6)

3
(1.7)

1
(0.6)

10, (5.6)

6
(3.4)

3
(1.7)

1
(0.6)

2
(1.1)

2
(1.1)

1
(0.6)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中⼼部周辺

郊外型

団地型

確実に停めることができる駐⾞場を確保 パーク&ライド駐⾞場からホームまでの移動が短距離でスムーズ

パーク&ライド駐⾞場からホームまでの移動がバリアフリー パーク&ライド駐⾞場からホームまでの移動で⾬に濡れない

パーク&ライドをすると本来の駐⾞場代⾦と公共交通料⾦よりもお得になる 近隣商業施設の買い物券などのお得なサービスが受けられる

パーク&ライドを利⽤したいとき、利⽤したい期間で簡単に予約・決済ができる

18, (10.1)

44, (24.7)

12, (6.7)

6, (3.4)

17, (9.6)

5, (2.8)

8, (4.5)

27, (15.2)

8, (4.5)

7, (3.9)

14, (7.9)

12, (6.7)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中⼼部周辺

郊外型

団地型

利⽤したい駅周辺にある駐⾞場（コインパーキング・商業施設駐⾞場）を⽉極駐⾞場よりも安く定額で利⽤できるサービス

パーク＆ライドで移動したら公共交通機関が定額で乗り放題になるサービス

利⽤したい駅周辺にある駐⾞場（コインパーキング・商業施設駐⾞場）と公共交通機関がセットで通常よりも安く定額で利⽤できるサービス

利⽤したい駅周辺にある複数の駐⾞場（コインパーキングや商業施設駐⾞場等）のいずれを使っても定額で利⽤できるサービス（駐⾞場の料⾦や満⾞
状況を気にせずに利⽤できる）

27 , (21.3)

44 , (34.6)

20 , (15.7)

2
(1.6)

11, (8.7)

2
(1.6)

1
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中⼼部周辺

郊外型

団地型

確実に停めることができる駐⾞場を確保 パーク&ライド駐⾞場からホームまでの移動が短距離でスムーズ

パーク&ライド駐⾞場からホームまでの移動がバリアフリー パーク&ライド駐⾞場からホームまでの移動で⾬に濡れない

パーク&ライドをすると本来の駐⾞場代⾦と公共交通料⾦よりもお得になる 近隣商業施設の買い物券などのお得なサービスが受けられる

パーク&ライドを利⽤したいとき、利⽤したい期間で簡単に予約・決済ができる
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17, (13.4)
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団地型

利⽤したい駅周辺にある駐⾞場（コインパーキング・商業施設駐⾞場）を⽉極駐⾞場よりも安く定額で利⽤できるサービス

パーク＆ライドで移動したら公共交通機関が定額で乗り放題になるサービス

利⽤したい駅周辺にある駐⾞場（コインパーキング・商業施設駐⾞場）と公共交通機関がセットで通常よりも安く定額で利⽤できるサービス

利⽤したい駅周辺にある複数の駐⾞場（コインパーキングや商業施設駐⾞場等）のいずれを使っても定額で利⽤できるサービス（駐⾞場の料⾦や満⾞状況を気にせず
に利⽤できる）
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5.2.2 パーク＆ライド施策のあり方 
（1） 各エリアにおけるパーク＆ライド施策のあり方 

各エリアにおけるニーズの傾向の違いと、各エリアにおけるこれまでのパーク＆ライドの取組状況や駐⾞場の状
況などを勘案し、各エリアにおける施策のあり⽅について以下の通り検討した。 

これまでのような不特定多数を対象としたマネジメントにより⾏動変容を促す⽅策から、多様化するニーズに
対応した多彩なサービス提供が必要である。 
 
＜パーク＆ライド施策のあり⽅＞ 
１）【市街地縁辺型】 既設の駐⾞場や利便性の⾼い公共交通を組み合わせたサービスにより最適化を図る 
２）【郊外型】      従来までの⼀般的なパーク＆ライドをベースとしてアップデートを図る 
３）【団地型】      団地全体を包括するパーク＆ライドにより利便性の向上を図る 
 
 
また、施策の組み合わせイメージを⽰すイラストを作成し、施策のあり⽅についてわかりやすく表現した。 
 

1） 市街地縁辺型 

▲「市街地縁辺型」におけるパーク＆ライド施策のあり⽅ 
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2） 郊外型 

▲「郊外型」におけるパーク＆ライド施策のあり⽅ 

3） 団地型 

▲「団地型」におけるパーク＆ライド施策のあり⽅ 
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（2） ターゲットや段階に応じたパーク＆ライド施策のあり方 

各エリアにおけるパーク＆ライド施策のあり方に加え、パーク＆ライドをしている層としてい

ない層では魅力的に感じるサービスが異なることを把握した。 

移動ニーズを分解して把握した上で、自動車の利便性を活かすことができるパークアンドライ

ドなどを活かしながら、ターゲットや段階に応じた施策の組み合わせにより多彩なサービスを構

築・提供することで、多様な移動ニーズに応え、それにより自動車から公共交通への転換を促す

考え方が重要となる。 

 

▲パーク＆ライドをしている層としていない層で魅⼒的に感じるサービスの違い 
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段階的にトランジットパーク化を⽬指す場合には、様々な交通への様々な影響を分解し、個々の課題に対し
て着実に成果を挙げることが重要と考える。例えば、通過交通については、複数ある利⽤ルートを分解し、それ
ぞれに対して他の路線への影響や対応策を検討することが考えられる。また、沿線を発着する交通については、
タクシーであれば、どのような利⽤者に対してどのようなサービスを確保していくかについて、タクシー事業者と丁寧
に検討していくことが重要であり、周辺の荷捌き交通についても流⼊規制に伴いどのような流⼊の⽅法で現在の
機能を確保するかを検討し、社会実験等を通じて合意形成を図ることが重要と考える。 

また、ウォーカブルの推進にとっても不可⽋な、⾃動⾞需要の抑制（公共交通等への転換）につながる対応
策が重要であり、商店街等と連携して⾃動⾞から公共交通への転換を促進する施策に取り組んでいくことが考
えられる。 

さらに、段階的な整備ステップを踏む場合には、⾞線運⽤など現状からの変化に留意し、安全性を確保する
ことも多様な関係者との合意形成には重要な要素である。 

これらの実現に向けて交通社会実験等を通じて段階的に整備していく際には、⼀般市⺠の理解が重要であ
り、合意形成を図っていくための広報等について、⾏政等と協⼒し、⼗分に⾏っていく必要があると考える。 
 

  
出典︓カミハチキテル HP   

（左︓パークレットの社会実験）（右︓⽬指す姿のイメージ図） 
▲カミハチキテルの取組 

 
 
 
 



6-1 

6. 実証実験・効果検証 
中⼼市街地における⾃家⽤⾞の流⼊規制に伴う影響を把握するために、広島市の特定イベントでの公共

交通及び⾃動⾞交通の利⽤状況や交通状況について分析・検証を⾏った。 
 

▼中⼼市街地への⾃家⽤⾞流⼊規制を講じる際の都市交通のあるべき姿の３要件 
視点 分析項⽬ データ 

公共交通への影響 

都市全体の利⽤者数 

PASPY データ 
中⼼市街地における利⽤状況 
(都⼼部の降⾞地分布) 
中⼼市街地への利⽤状況 
(中⼼市街地への来訪時の乗⾞地分布) 

⾃動⾞交通への影響 

⾃動⾞交通量 
(⾃動⾞交通量の変化) 

Honda フローティングカーデータ 
⾛⾏速度 
(⾛⾏速度の変化) 

歩⾏者への影響 歩⾏者通⾏量 Hiroshima City Dashboard 
 

▼⾃家⽤⾞の通⾏規制区間・⽇時 
検証イベント 通⾏規制区間 通⾏規制⽇時 

フラワー 
フェスティバル 

平和⼤通り 
(⻄平和⼤橋⻄詰 
〜⽥中町交差点) 

流⼊規制時 
R5.6.10(⼟)10〜19 時 
R5.6.11(⽇)10〜19 時 

その他休⽇(⾮流⼊規制時)
※⽐較対象 

フラワーフェスティバル、とうかさん
開催⽇を除く⼟⽇の 10〜19 時

とうかさん 
中央通り 
(⼋丁堀交差点 
〜三川町交差点) 

流⼊規制時 R5.6.3(⼟)19〜22 時 
⽐較対象(⾮流⼊規制時) 
※その他休⽇ 

フラワーフェスティバル、とうかさん
開催⽇を除く⼟⽇の 19〜22 時
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なお、本分析では、広島市中⼼市街地を「都⼼部」「デルタ市街地」に区分した。 
 
■都⼼部 

ひろしま都⼼活性化プラン(H29.3)において、都⼼として位置付けている広島駅周辺地区と紙屋町・⼋丁
堀地区を東⻄の核とする「楕円形の都⼼」を都⼼部とした。 

 
▲都⼼部内の対象停留所 

 
▲ひろしま都⼼活性化プラン(H29.3)における「楕円形の都⼼」 

都⼼部 
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■デルタ市街地 
広島市地域公共交通計画においてデルタ内準基幹公共交通ネットワークとして位置付けている範囲と概ね

整合する広島電鉄のデジタルシティパスの対象範囲とした。 

 

▲広島市地域公共交通計画(R4.3)におけるデルタ内準基幹公共交通ネットワーク 

 
▲広島市地域公共交通計画(R4.3)におけるデルタ内準基幹公共交通ネットワーク 
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6.1 検証結果の概要 

 中⼼市街地において⾃家⽤⾞の流⼊規制を伴うイベント時には、公共交通の利⽤者が増加している。 
 また、都⼼内の周辺エリアにおける歩⾏者通⾏量も増加しており、市街地全体のにぎわい創出が図られて
いる。 
 ⾃動⾞交通については、通⾏規制区間の近傍にあたる⼀部区間では交通量の増加や⾛⾏速度の低下
がみられるものの、市街地全体に対する⼤きな影響は⾒られない。 

 

 

 市⺠にとって認知語が⾼いイベント時には、公共交通の利⽤が促進されており、市街地全体における⾃動
⾞交通に⼤きな影響を及ぼしていない。 
 このため、⾃動⾞の流⼊抑制による公共交通の利⽤促進を図る上では、イベント時のように周知が図ら
れ、流⼊抑制が⽇常化されることが重要である。 
 ただし、流⼊抑制区域の近傍では、⾃動⾞交通に影響を及ぼす可能性があるため、留意が必要である。 
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6.2 公共交通利用者数 

6.2.1 都市全体の利用者数 

 中⼼市街地で流⼊規制を伴うイベント時（とうかさんやフラワーフェスティバル開催時）には、通常の休⽇に
⽐べて 1.2〜1.4 倍の公共交通利⽤者数になる。 

 
▲公共交通利⽤者数（都⼼内の降⾞⼈数） 

 
▲公共交通利⽤者数（デルタ内の降⾞⼈数） 

資料︓PASPY データ 
※休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※とうかさん︓R5.6.3(⼟) 
※フラワーフェスティバル︓R5.6.10(⼟)、R5.6.11(⽇)の平均 
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6.2.2 中心市街地における利用状況（都心部内の降車地分布） 
（1） フラワーフェスティバル 

 フラワーフェスティバルの会場となっている平和⼤通りや平和記念公園近傍の停留所の利⽤者数の増加が
顕著である。 

 

 
▲都⼼部内の降⾞地分布の変化（フラワーフェスティバル開催時／その他休⽇） 

資料︓PASPY データ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※フラワーフェスティバル︓R5.6.10(⼟)、R5.6.11(⽇)の平均 
※降⾞⼈数は⽇合計の平均 
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《参考︓都⼼部内の降⾞⼈数（フラワーフェスティバル開催時）》 ※降⾞⼈数は⽇合計 

 
▲都⼼部内の降⾞地分布（フラワーフェスティバル開催時） 

 
▲都⼼部内の降⾞地分布（その他休⽇） 

 



6-8 

（2） とうかさん 

 とうかさんの会場となっている中央通り近傍の停留所の利⽤者数の増加が顕著である。 
 

 
▲都⼼部内の降⾞地分布の変化（とうかさん開催時／その他休⽇） 

資料︓PASPY データ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※とうかさん︓R5.6.3(⼟) 
※降⾞⼈数は⽇合計の平均 
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《参考︓都⼼部内の降⾞⼈数（とうかさん開催時）》 ※降⾞⼈数は⽇合計 

 
▲都⼼部内の降⾞地分布（とうかさん開催時） 

 
▲都⼼部内の降⾞地分布（その他休⽇） 
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6.2.3 中心市街地への利用状況 
（1） 都心部内来訪時の乗車地分布 

1） フラワーフェスティバル 

 フラワーフェスティバル開催時は、全体的に利⽤が増加しており、特に郊外の住宅地・団地や軌道系
（JR、広電、アストラムライン）の主要駅周辺での増加が顕著である。 

 

 
▲都⼼部内来訪時の乗⾞地分布の変化（フラワーフェスティバル開催時／その他休⽇） 

資料︓PASPY データ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※フラワーフェスティバル︓R5.6.10(⼟)、R5.6.11(⽇)の平均 
※乗⾞⼈数は⽇合計の平均 
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《参考︓都⼼部内来訪時の乗⾞⼈数（フラワーフェスティバル開催時）》 ※乗⾞⼈数は⽇合計 

 
▲都⼼部内来訪時の乗⾞地分布（フラワーフェスティバル開催時） 

 
▲都⼼部内来訪時の乗⾞地分布（その他休⽇） 
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2） とうかさん 

 とうかさん開催時は、全体的に利⽤が増加しており、特に郊外の住宅地・団地や軌道系（JR、広電、ア
ストラムライン）の主要駅周辺に加え、デルタ内での増加が顕著である。 

 

 
▲都⼼部内来訪時の乗⾞地分布の変化（とうかさん開催時／その他休⽇） 

資料︓PASPY データ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※とうかさん︓R5.6.3(⼟) 
※乗⾞⼈数は⽇合計の平均 
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《参考︓都⼼部内来訪時の乗⾞⼈数（とうかさん開催時）》 ※乗⾞⼈数は⽇合計 

 

▲都⼼部内来訪時の乗⾞地分布（とうかさん開催時） 

 
▲都⼼部内来訪時の乗⾞地分布（その他休⽇） 
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6.3 自動車交通 

6.3.1 自動車交通量 
（1） フラワーフェスティバル 

 フラワーフェスティバル開催時は、並⾏する相⽣通りや城南通りの交通量が増加している。 
 ⼀⽅で、国道２号の交通量は⼤きな変化がなく、デルタ内の交通量が全体的に減少している。 

 

 
▲交通量の変化（フラワーフェスティバル開催時／その他休⽇） 
資料︓Honda フローティングカーデータ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※フラワーフェスティバル︓R5.6.10(⼟)、R5.6.11(⽇)の平均 
※対象時間帯︓10〜19 時 
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《参考︓⾃動⾞交通量（フラワーフェスティバル開催時）》 ※台数は取得サンプル数 

 

▲交通量状況（フラワーフェスティバル開催時） 

 
▲交通量状況（その他休⽇） 
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（2） とうかさん 

 とうかさん開催時は、周辺の平和⼤通りや相⽣通りの他、デルタ内の交通量が増加している。 
 

 
▲交通量の変化（とうかさん開催時／その他休⽇） 

資料︓Honda フローティングカーデータ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※とうかさん︓R5.6.3(⼟) 
※対象時間帯︓19〜22 時 
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《参考︓⾃動⾞交通量（とうかさん開催時）》 ※台数は取得サンプル数 

 

▲交通量状況（とうかさん開催時） 

 
▲交通量状況（その他休⽇） 
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6.3.2 走行速度 
（1） フラワーフェスティバル 

 フラワーフェスティバル開催時は、並⾏する相⽣通りや城南通りの⼀部で⾛⾏速度が低下している。 
 ⼀⽅で、国道２号をはじめ、市街地全体では⼤きな速度変化が⾒られない。 

 

 

▲速度状況の変化（フラワーフェスティバル開催時／その他休⽇） 
資料︓Honda フローティングカーデータ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※フラワーフェスティバル︓R5.6.10(⼟)、R5.6.11(⽇)の平均 
※対象時間帯︓10〜19 時 
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《参考︓⾛⾏速度（フラワーフェスティバル開催時）》  

 

▲速度状況（フラワーフェスティバル開催時） 

 
▲速度状況（フラワーフェスティバル開催時） 
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（2） とうかさん 

 とうかさん開催時は、周辺の相⽣通りや鯉城通りの限られた区間で⾛⾏速度が低下している。 
 ⼀⽅で、市街地全体では⼤きな速度変化が⾒られない。 

 

 
▲速度状況の変化（とうかさん開催時／その他休⽇） 

資料︓Honda フローティングカーデータ 
※その他休⽇︓R5.6.17(⼟)、R5.6.18(⽇)、R5.6.24(⼟)、R5.6.25(⽇)の平均 
※とうかさん︓R5.6.3(⼟) 
※対象時間帯︓19〜22 時 
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《参考︓⾛⾏速度（とうかさん開催時）》  

 

▲速度状況（とうかさん開催時） 

 
▲速度状況（とうかさん開催時） 
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6.4 歩行者 

 本通り（信和広島ビル）では、フラワーフェスティバル開催⽇に通常⽇の 1.3 倍の通⾏量が⾒られ、平
和⼤通りでのイベントが都⼼部内の他のエリアにおける歩⾏者通⾏量の増加につながっている。 
 中央通り（福屋⼋丁堀）では、とうかさん開催⽇に通常⽇の 1.5 倍の通⾏量が⾒られ、16 時から夜

間にかけて⼤きく通⾏が増加している。 

 
▲歩⾏者通⾏量（本通り︓信和広島ビル） 

 
▲歩⾏者通⾏量（相⽣通り︓福屋⼋丁堀） 

 
▲観測箇所位置図 
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7. まとめ 
■⾃家⽤⾞の流⼊抑制への期待 

公共交通に対する積極的な投資が限定的な中で、公共交通の利⽤者の減少による公共交通事業の収益
性の悪化とそれに伴う輸送サービスの低下といった負のスパイラルが引き起こされており、これまでも様々な⼯夫
により公共交通の利⽤促進が図られているものの、公共交通事業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあ
る。その中で、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化、都市の空洞化などの都市問題に対応するために、中国地⽅において
もウォーカブルの推進などによる中⼼市街地のにぎわい創出の取組が進められており、その過程において⾃家⽤
⾞の流⼊抑制による公共交通への転換は⼀⼿段として想定される施策である。 
 
■先進事例の成功要因 

本調査で収集・整理した海外の先進事例では、中⼼市街地における⾃家⽤⾞の流⼊抑制は、渋滞対策
から都市のにぎわい創出や環境保護といった都市経営の健全化・活性化に移⾏しており、ヒト中⼼のまちづくり
が⾏われている中で、公共交通ネットワークの整備を進めるとともに、⾃転⾞専⽤道の整備やパークアンドライド
駐⾞場の整備、⼩型モビリティの導⼊など、多様なニーズに対応するための様々な移動サービスが提供されてい
る。 
 
■流⼊規制やパーク＆ライドの受容性 

このような状況を踏まえ、本調査では、マネジメントレベルの促す取組に留まらず⼀定レベルの規制を施した場
合の公共交通への転換可能性を調査するとともに、その過程及びその中間にあるニーズとして考えられるパーク
＆ライドの可能性にも着⽬し、規制に対する許容やパーク＆ライドを効果的に進めるための意向調査を⾏った。
そこで明らかとなったのは、以下のとおりである。 
 流⼊抑制だけでなく、代替⼿段となる公共交通の利便性を向上と組み合わせることが必要である。 
 ⾃家⽤⾞の使われ⽅が多様であるのと同様に、パーク＆ライドのニーズは地域の特性や⾃動⾞の使い⽅

に応じて多様である。 
 
■流⼊規制やパーク＆ライドの可能性 

⾃家⽤⾞の利⽤に慣れ親しんだ公共交通の利⽤意向がない⾃動⾞ユーザーは、⼀定程度の⾃家⽤⾞の
流⼊抑制だけでは⾏動変容が難しい。その⼀⽅で、パーク＆ライド等のサービスの提供の仕⽅次第では、規制
がなくても⾏動変容の可能性がある⾃動⾞ユーザーが存在することが分かった。 

また、郊外の主要ターミナル等に駐⾞する従来の⽅式に加え、市街地縁辺部に駐⾞する⽅式や郊外の団
地内などの居住地の近傍に駐⾞する⽅式など、パーク＆ライドの利⽤の仕⽅にはいくつかのニーズがあることが分
かった。このことから、それらの使い⽅に応じたパーク＆ライド施設の提供の仕⽅（例えば、主要ターミナルに併設
した駐⾞場、団地内の商業施設を活⽤した駐⾞場、団地内の複数のバス近傍の⼩規模な駐⾞場など）やサ
ービスの提供の仕⽅（例えば、商業施設と連携した料⾦施策、公共交通の多様な利⽤ができる料⾦施策な
ど）が効果的であることが伺える。 

さらに、現在パーク＆ライドを利⽤している⼈は時間や駐⾞場所、料⾦などより汎⽤性の⾼いサービスを望ん
でいる⼀⽅で、現在パーク＆ライドを利⽤していない⼈は、確実に駐⾞できることを重視する傾向があり、段階に
応じたサービスの提供の仕⽅が効果的であることが伺える。 
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■今後に向けて 
以上のことから、これまでのような不特定多数を対象としたマネジメントにより⾏動変容を促す⽅策から、多様

化するニーズに対応した多彩なサービス提供が必要とされている。 
このためには、移動ニーズを分解して把握した上で、⾃動⾞の利便性を活かすことができるパークアンドライド

などを活かしながら、ターゲットに応じた施策の組み合わせにより多彩なサービスを構築・提供することで、多様な
移動ニーズに応え、それにより⾃動⾞から公共交通への転換を促す考え⽅が重要となっている。 

それを実現させるためには、⾏政や交通事業者のみならず、⽣活サービス事業者も含んだ関係者による共創
体制を整えるとともに、中⼼市街地の流⼊規制等に伴う道路空間の活⽤等のにぎわい創出とも連携を図ること
により、市⺠の QoL 向上に働きかけるなど、従来のモビリティ・マネジメントから⼀歩進んだ取り組みが必要であ
る。 
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